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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 57,752 42,002 773,841 △2,711 870,884

暫定的な会計処理の確定による影響額

暫定的な会計処理の確定を反映した当期首残高 57,752 42,002 773,841 △2,711 870,884

当期変動額

剰余金の配当 △67,486 △67,486

親会社株主に帰属する当期純利益 146,052 146,052

土地再評価差額金の取崩 718 718

自己株式の取得 △12,217 △12,217

自己株式の処分 100 100
非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 △673 △673

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － △673 79,284 △12,117 66,493

当期末残高 57,752 41,328 853,125 △14,828 937,378

その他の包括利益累計額
非支配
株主持分

純資産
合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 205,623 15,341 22,777 32,304 4,698 280,745 43,180 1,194,810

暫定的な会計処理の確定による影響額 433 433

暫定的な会計処理の確定を反映した当期首残高 205,623 15,341 22,777 32,304 4,698 280,745 43,614 1,195,244

当期変動額

剰余金の配当 △67,486

親会社株主に帰属する当期純利益 146,052

土地再評価差額金の取崩 718

自己株式の取得 △12,217

自己株式の処分 100
非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 △673

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △78,982 △73 △1,232 20,830 △421 △59,878 8,342 △51,536

当期変動額合計 △78,982 △73 △1,232 20,830 △421 △59,878 8,342 14,957

当期末残高 126,640 15,268 21,545 53,135 4,277 220,867 51,956 1,210,201

（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
（単位：百万円）
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連結注記表

連　結　注　記　表
（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

①有価証券
満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
その他有価証券

市場価格のない株式等以外の
もの

時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
②デリバティブ 時価法

1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴ 連結の範囲

　すべての子会社（123社）を連結している。
　主要な子会社名は次のとおりである。

大林道路株式会社、株式会社内外テクノス、大林ファシリティーズ株式会社、
オーク設備工業株式会社、株式会社サイプレス・スナダヤ、大林新星和不動産株式会社、
株式会社大林クリーンエナジー、株式会社オーシー・ファイナンス、大林ＵＳＡ、
大林カナダホールディングス、ジャヤ大林、タイ大林、台湾大林組、大林シンガポール、
大林ベトナム、大林プロパティズＵＫ、大林クリーンエナジーニュージーランド

　ＭｉＴＡＳＵＮ株式会社他6社については新規設立等のため、当連結会計年度から連結の範囲に含
めている。
　ツクシ工業株式会社は吸収合併による解散のため、PFI京大桂物理系研究棟株式会社については清
算したため、連結の範囲から除外した。

⑵ 持分法の適用
　すべての関連会社（29社）について持分法を適用している。
　主要な関連会社名は次のとおりである。

洋林建設株式会社
　Eastland Generation他１社については出資持分を取得したため、Red River Biosolids Partners 
GPについては新規設立のため、当連結会計年度から持分法を適用している。
　NSCP ProjectCo LP他１社については解散したため、持分法の適用範囲から除外した。

⑶ 連結子会社の事業年度等
　国内連結子会社（１社）及び在外連結子会社（48社）の決算日は12月31日、国内連結子会社（１
社）の決算日は１月31日である。連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使
用している。ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については連結上必要な調整を行
っている。
　上記以外の連結子会社の事業年度は当社と同一である。

⑷ 重要な資産の評価基準及び評価方法

－ 2 －
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連結注記表

販売用不動産 個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

未成工事支出金 個別法による原価法
不動産事業支出金 個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

ＰＦＩ等棚卸資産 個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

その他の棚卸資産
その他事業支出金 個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

材料貯蔵品 主として先入先出法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

①有形固定資産（リース資産を除く）　当社及び国内連結子会社は主として定率法（ただし、1998
年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く。)並び
に2016年４月１日以降に取得した建物付属設備及び構築物は
定額法）を採用している。
　また、在外連結子会社は主として定額法を採用している。
　なお、耐用年数及び残存価額については、主として法人税法
に規定する方法と同一の基準によっている。

②無形固定資産（リース資産を除く）　定額法を採用している。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用している。

③リース資産 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産に
ついては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法を採用している。

①貸倒引当金 　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してい
る。
　また、在外連結子会社については、貸倒懸念債権等特定の債
権について、その回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

③棚卸資産

⑸ 重要な固定資産の減価償却の方法

⑹ 重要な引当金の計上基準

－ 3 －
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連結注記表

している。
②完成工事補償引当金 　完成工事に係る契約不適合責任に基づき要する費用に充てる

ため、当連結会計年度の完成工事高に対する将来の見積補償額
を計上している。

③工事損失引当金 　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末
手持工事のうち損失の発生が確実視され、かつ、その金額を合
理的に見積ることができる工事について、当該損失見込額を計
上している。

④役員株式給付引当金 　株式交付規程に基づく取締役及び執行役員に対する将来の当
社株式の交付に備えるため、当連結会計年度末における株式給
付債務の見込額を計上している。

⑺ 重要な収益及び費用の計上基準
　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当社グループの主要な事業である建設事業において、工事契約に基づき、国内及び海外において
建築工事及び土木工事を行っている。
　財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを
顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法を適用して
いる。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各連結会計年度の期末日までに発生した工事原価
が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行っている。
　また、契約の初期段階において、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができない
が、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識している。
　なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がご
く短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に
履行義務を充足した時点で収益を認識している。

⑻ 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法
　税抜方式

⑼ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①重要なヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっている。
　なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理に、金利スワップにつ
いては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理によっている。

②のれんの償却の方法及び期間
　20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって均等償却を行っている。ただし、のれんの金額に重
要性が乏しいものは、発生年度に一括償却している。

③退職給付に係る会計処理の方法
ア 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっている。

イ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

－ 4 －
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　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（５年～10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費
用処理している。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による
定額法により費用処理している。なお、一部の連結子会社は発生の翌連結会計年度に一括で費用
処理している。

④グループ通算制度の適用
　当社及び一部の国内連結子会社は、グループ通算制度を適用している。

⑤建設業のジョイントベンチャー（共同企業体）に係る会計処理の方法
　主として構成員の出資の割合に応じて資産､負債､収益及び費用を認識する会計処理によってい
る。

２. 会計方針の変更
　　法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用
　　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）等

を当連結会計年度の期首から適用している。また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じ
た売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正について
は、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日）
を当連結会計年度の期首から適用している。これらによる連結計算書類への影響はない。

３. 表示方法の変更
 連結損益計算書関係

①　前連結会計年度において特別損失の「その他」に含めていた「事業整理損」は、当連結会計年度
において金額的重要性が増したため、区分掲記することとした。

　　なお、前連結会計年度の特別損失の「その他」に含まれる当該金額は23百万円である。
②　前連結会計年度において区分掲記していた特別損失の「固定資産除却損」は、当連結会計年度に

おいて金額的重要性が乏しくなったため、特別損失の｢その他｣に含めて表示することとした。
　　なお、特別損失の「その他」に含まれる当該金額は861百万円である。
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一定の期間にわたり履行義務を充足し収益を認識する方法による完成工事高 2,328,989百万円
工事損失引当金 16,726百万円

減損損失 1,053百万円

４. 重要な会計上の見積り
⑴ 一定の期間にわたり履行義務を充足し収益を認識する方法の適用

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
ア 算出方法

工事契約については、期間がごく短い工事を除き、工事収益総額、工事原価総額及び履行義務
の充足に係る進捗度を見積ることにより、「一定の期間にわたり履行義務を充足し収益を認識す
る方法」を適用している。履行義務の充足に係る進捗度の見積り方法は、工事原価総額の見積額
に対する発生原価の割合（インプット法）で算出している。完成工事高については、工事原価総
額を基礎として期末までの既発生原価額に応じた進捗度に工事収益総額を乗じて算定している。
工事収益総額、工事原価総額及び進捗度の見積りに際しては、事業環境、工事の施工状況、発注
者との協議状況等を踏まえ、合理的な予測・判断を行っている。

なお、工事契約について、工事原価総額が工事収益総額を超過する可能性が高く、かつ、その
金額を合理的に見積ることができる場合には、その超過すると見込まれる額（以下「工事損失」
という。）のうち、当該工事契約に関して既に計上された損益の額を控除した残額を、工事損失
が見込まれた期の損失として処理し、工事損失引当金を計上している。

イ 主要な仮定
「一定の期間にわたり履行義務を充足し収益を認識する方法」の計算における工事収益総額、

工事原価総額及び進捗度の見積りや工事損失引当金の計上における工事損失の見積りに用いた主
要な仮定は、追加請負金の獲得可能性、工事を進めるにあたっての建設資材、労務の数量や工
数、調達単価のほか、原価の低減活動の実現可能性などである。それぞれの仮定は、最新の工事
施工状況、発注者や協力会社との協議状況に基づき、合理的に設定している。

ウ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
主要な仮定は、工事の進行途中における工事内容の追加や変更、市場環境の変化等によって影

響を受ける可能性があり、見積りの不確実性を伴うことから、見積りの見直しが必要となった場
合には完成工事高、完成工事原価及び工事損失引当金の金額が変動し、翌連結会計年度以降の連
結計算書類に影響を与える可能性がある。

⑵ 賃貸等不動産の減損
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

なお、賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額（当連結会計年度末残高）は、527,647百万円であ
る。

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
ア 算出方法

賃貸等不動産のうち、減損の兆候がある物件について、減損損失の認識の判定を行った結果、
割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回った場合、当該物件の帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減少額を当連結会計年度の連結損益計算書の特別損失に計上している。
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イ 主要な仮定
賃貸等不動産の減損の兆候判定や減損損失の認識判定及び測定のために用いた主要な仮定は、

各賃貸等不動産の運営状況や不動産賃貸の市況を前提とした、将来キャッシュ・フローや還元利
回り、割引率などである。それぞれの仮定は、各賃貸等不動産の直近複数年の年間平均純収益や
外部専門機関より入手した還元利回りなどに基づき、合理的に設定している。

ウ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
各物件の運営状況や不動産賃貸の市況等により、減損の兆候判定や減損損失の認識判定及び測

定に関する市場価格（時価）や回収可能価額などの見積金額が減少した場合には追加の減損損失
の計上が必要となり、翌連結会計年度以降の連結計算書類に影響を与える可能性がある。

５. 追加情報
取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度
①取引の概要

　当社は、取締役及び執行役員（社外取締役及び海外居住者を除く。以下「取締役等」という。）へ
のインセンティブプランとして、2015年度から業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」とい
う。）を導入している。本制度は当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高め
ることを目的とした、会社業績との連動性が高く､かつ透明性及び客観性の高い報酬制度である｡
　具体的には、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託と称される仕組みを採用し、あらかじ
め役員報酬ＢＩＰ信託により取得した当社株式を各連結会計年度の業績目標の達成度等に応じて当社
取締役等に交付する。

②信託に残存する当社株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の
部に自己株式として計上している。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数
は、1,067百万円及び978,650株である。なお、2024年８月６日開催の取締役会決議により、信託
期間の３年間延長に伴う追加拠出を決定し、当連結会計年度において株式を追加取得したため、帳簿
価額及び株式数が前連結会計年度末から増加している。
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流動資産（その他） 850百万円
建物・構築物 1,865百万円
機械、運搬具及び工具器具備品 16,611百万円
土地 1,393百万円
投資有価証券（注） 5,356百万円
投資その他の資産（その他） 290百万円
合計 26,367百万円

建物・構築物 1,528百万円

短期借入金 312百万円
１年内返済予定のノンリコース借入金 1,445百万円
長期借入金 903百万円
ノンリコース借入金 13,759百万円
合計 16,420百万円

１年内返済予定のノンリコース借入金 1,445百万円
ノンリコース借入金 13,759百万円
合計 15,204百万円

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 252,315百万円

Eastland Generation（注） 9,820百万円（4,910百万円）
従業員住宅購入借入金 4百万円
合計 9,824百万円

再評価を行った年月日 2000年３月31日

６. 連結貸借対照表関係
⑴ 担保に供している資産及び担保付債務

①担保に供している資産の内容及びその金額

（注）投資有価証券のうち4,875百万円は、関連会社の債務の担保目的で差し入れたものであ
る。

上記のうち、工場財団抵当に供している資産の内容及びその金額

②担保に係る債務の金額

上記のうち、工場財団抵当に係る債務の金額

⑶ 保証債務
　関連会社の発電事業に関する債務等について保証を行っている。

（注）保証残高は、他社との共同保証による保証総額を記載している。（　）内の金額は実質
当社負担額である。

⑷ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、
「土地再評価差額金」を純資産の部に計上している。

再評価の方法
　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年政令第119号）第２条第１号に定める標準地
の公示価格に合理的な調整を行って算定する方法と、同条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定
評価を併用している。
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建物・構築物 21,516百万円
機械、運搬具及び工具器具備品 414百万円
土地 5,419百万円
合計 27,350百万円

流動資産
現金預金 21,638百万円
受取手形・完成工事未収入金等 49,618百万円
ＰＦＩ等棚卸資産 3,141百万円

固定資産
建物・構築物 4,356百万円
機械、運搬具及び工具器具備品 27,292百万円
土地 1,393百万円
建設仮勘定 5百万円
合計 107,445百万円

⑴ 売上原価のうち工事損失引当金繰入額 7,105百万円
⑵ 研究開発費の総額 16,393百万円

⑸ 当連結会計年度において、固定資産として保有していた下記の資産を保有目的の変更により、販売用
不動産に振り替えている。

⑹ ①「１年内返済予定のノンリコース借入金」及び「ノンリコース借入金」は、連結子会社でＰＦＩ事
業又は再生可能エネルギー事業における特別目的会社が、当該ＰＦＩ事業又は再生可能エネルギー
事業を担保とするノンリコースローンとして金融機関等から調達した借入金である。

②上記のノンリコース借入金に対応する当該特別目的会社の資産の金額は、次のとおりである。

（注）1.　上記には、「⑴ 担保に供している資産及び担保付債務」に記載の金額の一部が含ま
れている。

2.　連結計算書類上相殺消去されている子会社株式を当該特別目的会社の債務の担保目的
で差し入れており、その金額は286百万円である。

⑺ 当社は、緊急時等における資金調達の機動性を確保するため、取引銀行の協調融資方式によるコミッ
トメントライン契約を締結している。契約極度額は100,000百万円であるが、当連結会計年度末現在に
おいて、本契約に基づく借入金残高はない。
　また、上記コミットメントライン契約については、純資産、経常損益及び格付に係る財務制限条項が
付されている。

７. 連結損益計算書関係
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当 連 結 会 計 年 度
期首株式数（株）

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数（株）

当 連 結 会 計 年 度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株 式 数 （株）

発行済株式

普通株式 721,509,646 － － 721,509,646

自己株式

普通株式 4,510,656 6,032,528 103,918 10,439,266

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年
６月27日

定時株主総会
普通株式 38,768百万円 54円 2024年

３月31日
2024年

６月28日

2024年
11月11日
取締役会

普通株式 28,717百万円 40円 2024年
９月30日

2024年
12月２日

決 議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2025年
６月26日

定時株主総会
（予定）

普通株式 29,194百万円 利益剰余金 41円 2025年
３月31日

2025年
６月27日

８. 連結株主資本等変動計算書関係
⑴ 発行済株式の種類及び数並びに自己株式の種類及び数

（注）1. 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の普通株式の自己株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託
が所有する当社株式がそれぞれ941,568株及び978,650株含まれている。

2. 普通株式の自己株式数の増加6,032,528株は、2025年２月10日開催の取締役会決議に基づく
自己株式の取得による増加5,888,400株、役員報酬ＢＩＰ信託による当社株式の取得による増
加141,000株及び単元未満株式の買取による増加3,128株である。

3. 普通株式の自己株式数の減少103,918株は、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式の交付に
よる減少である。

⑵ 当連結会計年度中に行った剰余金の配当

（注）1. 2024年６月27日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所
有する当社株式に対する配当金50百万円が含まれている。

2. 2024年11月11日開催の取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有す
る当社株式に対する配当金39百万円が含まれている。

⑶ 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当

（注）2025年６月26日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有す
る当社株式に対する配当金40百万円が含まれている。
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９. 金融商品
⑴ 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金調達については金融機関からの借入並びにコマーシャル・ペーパー及び社
債の発行等により行い、また、一時的な余剰資金運用については短期的な預金等の安全性の高い金
融資産に限定して行っている。デリバティブは、特定の資産及び負債に係る価格変動又は金利変動
のリスクをヘッジする目的で利用し、短期的な売買差益を獲得する目的や投機目的のための取引は
行わない。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等、電子記録債権及び未収入金については、顧客等
の信用リスクがあるが、当該リスクに関しては、受注時の審査を厳格に行うとともに、必要がある
場合は適切な債権保全策を実施する体制としている。
　有価証券及び投資有価証券については、主に株式であり、市場価格の変動リスクがあるが、定期
的に時価を把握している。
　営業債務である支払手形・工事未払金等、電子記録債務及び預り金は、そのほとんどが１年以内
の支払期日である。
　短期借入金、長期借入金、コマーシャル・ペーパー及び社債は、主に運転資金及び設備資金の調
達を目的とし、ノンリコース借入金は、ＰＦＩ事業等の特定の事業資金の調達を目的としている。
変動金利の借入金については、金利の変動リスクがあるが、このうち長期借入金の一部について
は、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約毎にデリバティブ取
引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用している。ヘッジの有効性の評価方法について
は、金利スワップ取引の特例処理の要件を満たしているものはその判定をもって有効性の判定に代
え、特例処理の対象とならないものはヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計額
を比較して有効性を判定している。
　デリバティブ取引は社内管理規定に従い執行されており、取引の状況は定期的に取締役会へ報告
されている。また、大手金融機関等を取引相手としてデリバティブ取引を行っており、信用リスク
はないと判断している。
　営業債務や借入金等の流動性リスクについては、当社グループでは、各社が年度及び四半期の資
金計画、月次の資金繰り計画を作成するなどの方法により管理している。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　「(2)　金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等について
は、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではない。
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連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

①受取手形・完成工事未収入金等 1,139,624
　　貸倒引当金（※２） △7,255

1,132,368 1,129,427 △2,940
②有価証券及び投資有価証券（※３）（※４） 280,518 280,518 △0
資産合計 1,412,886 1,409,946 △2,940
①社債 60,091 58,561 △1,529
②長期借入金 127,589 126,143 △1,445
③ノンリコース借入金 68,056 66,373 △1,683
負債合計 255,737 251,079 △4,658
デリバティブ取引（※５） 21,002 21,002 －

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
非 上 場 株 式 等 11,279
関 連 会 社 株 式 28,645

合 計 39,925

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
である。

（単位：百万円）

（※１）　「現金預金」、「電子記録債権」、「未収入金」、「支払手形・工事未払金等」、「電子記録
債務」、「短期借入金」及び「預り金」については、現金であること、又は、短期間で決済され
るため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略している。

（※２）　受取手形・完成工事未収入金等に個別に計上している貸倒引当金を控除している。
（※３）　市場価格のない株式等は、「②有価証券及び投資有価証券」には含まれていない。当該金融商

品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりである。
（単位：百万円）

（※４）　連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合等への出資は、「②有価証券及び投資有価
証券」には含まれていない。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は、2,525百万円である。

（※５）　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務
となる項目については（　）で示している。
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⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの
レベルに分類している。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される
当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時
価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが
それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類してい
る。

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券

　上場株式及び国債は、相場価格を用いて評価している。これらは活発な市場で取引されてい
るため、その時価をレベル１の時価に分類している。

デリバティブ取引
　金利スワップ及び為替予約の時価は、金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて
割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類している。
　但し、金利スワップの特例処理を適用しているものは、ヘッジ対象である長期借入金又はノ
ンリコース借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金又はノンリ
コース借入金の時価に含めて記載している。

受取手形・完成工事未収入金等
　回収が１年以内の予定の受取手形・完成工事未収入金等の時価は、帳簿価額にほぼ等しいこ
とから、当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類している。
　回収が１年を超える予定の受取手形・完成工事未収入金等の時価は、一定の期間毎に区分し
た債権毎に、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法に
より算定しており、レベル２の時価に分類している。
　また、貸倒懸念先に対する受取手形・完成工事未収入金等については、回収見込額に基づい
て貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の受取手形・
完成工事未収入金等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似していることから、当
該価額を時価としており、レベル３の時価に分類している。

社債
　社債の時価は、元利金の合計額と、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基
に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類している。

長期借入金及びノンリコース借入金
　固定金利による長期借入金及びノンリコース借入金の時価は、元利金の合計額と、同様の新
規借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率を基に割引現在価値法により算定し
ており、レベル２の時価に分類している。
　変動金利による長期借入金及びノンリコース借入金の時価は、短期間で市場金利を反映して
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連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 当 連 結 会 計
年 度 末 の 時 価当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

521,442 6,204 527,647 760,786

おり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に
分類している。
　このうち金利スワップの特例処理の対象とされているものは、当該金利スワップと一体とし
て処理された元利金の合計額と、同様の新規借入を行った場合に適用される合理的に見積られ
る利率を基に割引現在価値法により算定している。

10. 賃貸等不動産
⑴ 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、東京都、大阪府を中心に、賃貸用オフィスビル（土地を含む｡）､
再開発事業用地等を保有している。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は
10,058百万円（賃貸収益は不動産事業等売上高に、賃貸費用は不動産事業等売上原価に計上）、減
損損失は1,053百万円（特別損失に計上）である。

⑵ 賃貸等不動産の時価に関する事項
　当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額､当連結会計年度増減額及び時価は､次のとおりである。

（単位：百万円）

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で
ある。

2. 当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は賃貸用オフィスビル（土地を含む。）等の取得
（29,965百万円）であり、主な減少額は販売用不動産への移管（26,310百万円）である。

3. 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額
（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）である。

－ 14 －
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報告セグメント
その他
（注2）

合計国内
建築

海外
建築

国内
土木

海外
土木

不動産 計

主たる
地域別
　日本 1,336,919 － 402,252 － 22,519 1,761,692 47,226 1,808,919
　北米 174 296,985 － 240,465 － 537,625 － 537,625
　アジア 76 197,901 － 18,212 － 216,191 － 216,191
　その他 － 3,891 － － － 3,891 99 3,990
顧客との
契約から
生じる収益

1,337,171 498,777 402,252 258,678 22,519 2,519,399 47,326 2,566,726

その他の
収益(注3)

－ － － － 50,412 50,412 2,962 53,375

外部顧客へ
の売上高

1,337,171 498,777 402,252 258,678 72,932 2,569,812 50,289 2,620,101

11. 収益認識
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（2024年４月１日から2025年3月31日まで）
（単位：百万円）

（注）1.　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類している。
2.　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＰＦＩ事業、再生可

能エネルギー事業及び金融事業等を含んでいる。
3.　不動産セグメントのその他の収益50,412百万円は、不動産賃貸事業等の売上高である。

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　当社グループは、建設事業（国内建築・海外建築・国内土木・海外土木）、不動産事業及びその他
の事業の各事業領域において、工事の施工及び不動産の賃貸・販売などを行っている。
　このうち、建設事業及び不動産事業（不動産販売事業）における「収益認識の方法」、「取引価格
の算定」及び「通常の支払期限」は、以下のとおりである。
①建設事業

ア　収益認識の方法
建設事業においては、工事契約に基づき、国内及び海外において建築工事及び土木工事を行っ

ている。
一定の期間にわたり履行義務が充足される工事契約について、工事収益総額、工事原価総額及

び履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき、一定の期間にわたり収益を認識
している。当該工事契約における履行義務の性質を考慮した結果、原価の発生が工事の進捗度を
適切に表すと判断しているため、履行義務の充足に係る進捗度の見積り方法は、工事原価総額の
見積額に対する発生原価の割合（インプット法）で算出している。

－ 15 －
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⑴ １株当たり純資産額 1,628円88銭

⑵ １株当たり当期純利益 203円88銭

また、契約の初期段階において、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができな
いが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識してい
る。

なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間が
ごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完
全に履行義務を充足した時点で収益を認識している。

イ　取引価格の算定
工事契約の取引価格は、工事契約における契約金額である。工事の追加・変更に伴う契約金額

の変更については、工事契約の変更契約において定める。工事の追加・変更に伴う契約金額が未
確定の場合、合理的に見積った当該金額を工事収益総額に含めている。

また、通常、一つの工事契約が一つの履行義務であり、取引価格の履行義務への配分は生じな
い。

ウ　通常の支払期限
個々の工事契約によって支払条件が異なるため、通常といえる支払期限はない。

②不動産事業（不動産販売事業）
ア　収益認識の方法

不動産販売事業においては、マンション・戸建住宅等の販売用不動産の販売を行っている。販
売用不動産の販売については、販売用不動産の引渡時点において、当社グループが履行義務を充
足することから、当該引渡時点で収益を認識している。

イ　取引価格の算定
不動産販売事業の取引価格は、不動産売買契約における契約金額である。
また、通常、一つの不動産売買契約が一つの履行義務であり、取引価格の履行義務への配分は

生じない。
ウ　通常の支払期限

不動産売買契約では、通常、売買代金は、販売用不動産の引渡しと同時に受領している。

　なお、不動産事業のうち不動産賃貸事業においては、オフィスビル等の賃貸を行っており、企業会
計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づいて収益を認識しているため、企業会計基準
第29号「収益認識に関する会計基準」の適用対象外であることから、上記注記の対象外である。

12. １株当たり情報

（注）役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数か
ら控除する自己株式に含めている。当該自己株式の期末株式数は10,439千株であり、このうち役
員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式の期末株式数は978千株である。

（注）役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計
算において控除する自己株式に含めている。当該自己株式の期中平均株式数は5,142千株であり、
このうち役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式の期中平均株式数は956千株である。

－ 16 －
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13. その他の注記
企業結合等関係
企業結合に係る暫定的な会計処理の確定

2023年12月15日に行われたＭＷＨとの企業結合について、前連結会計年度において暫定的な会計処
理を行っていたが、当連結会計年度に確定している。

この暫定的な会計処理の確定に伴い、取得原価の当初配分額に重要な見直しが反映されており、みな
し取得日である当連結会計年度期首の無形固定資産（のれんを除く）が6,155百万円、繰延税金負債は
1,637百万円、非支配株主持分は433百万円それぞれ増加した。この結果、暫定的に算定されたのれん
の金額15,011百万円は、会計処理の確定により4,084百万円減少し、10,927百万円となった。

－ 17 －
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株主資本等変動計算書

株主資本

資本金

資本
剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計固定資産

圧縮積立金
別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 57,752 41,694 14,438 2,287 460,000 69,557 546,283 △2,711 643,018

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △69 69 － －

剰余金の配当 △67,486 △67,486 △67,486

当期純利益 115,721 115,721 115,721

土地再評価差額金の取崩 720 720 720

自己株式の取得 △12,217 △12,217

自己株式の処分 100 100
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － △69 － 49,025 48,956 △12,117 36,839

当期末残高 57,752 41,694 14,438 2,217 460,000 118,583 595,239 △14,828 679,857

評価・換算差額等
純資産
合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 205,396 355 17,460 223,212 866,231

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 －

剰余金の配当 △67,486

当期純利益 115,721

土地再評価差額金の取崩 720

自己株式の取得 △12,217

自己株式の処分 100
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △78,928 △355 △1,141 △80,425 △80,425

当期変動額合計 △78,928 △355 △1,141 △80,425 △43,586

当期末残高 126,467 － 16,318 142,786 822,644

（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
（単位：百万円）
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個　別　注　記　表
（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

①有価証券
満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外の
もの

時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
②デリバティブ 時価法
③棚卸資産

販売用不動産 個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

未成工事支出金 個別法による原価法
不動産事業等支出金 個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

材料貯蔵品 先入先出法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

①有形固定資産（リース資産を除く）　定率法を採用している。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物付属設
備を除く。）並びに2016年４月１日以降に取得した建物付属
設備及び構築物については、定額法を採用している。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定す
る方法と同一の基準によっている。

②無形固定資産（リース資産を除く）　定額法を採用している。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用している。

③リース資産 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産に
ついては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法を採用している。

1. 重要な会計方針
⑴ 資産の評価基準及び評価方法

⑵ 固定資産の減価償却の方法

－ 19 －
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①貸倒引当金 　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し､回収不能見込額を計上している｡

②完成工事補償引当金 　完成工事に係る契約不適合責任に基づき要する費用に充てる
ため、当期の完成工事高に対する将来の見積補償額を計上して
いる。

③工事損失引当金 　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当期末手持工事の
うち損失の発生が確実視され、かつ、その金額を合理的に見積
ることができる工事について､当該損失見込額を計上している｡

④退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上している。
ア 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末
までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっている。

イ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法
により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理して
いる。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処
理している。

⑤役員株式給付引当金 　株式交付規程に基づく取締役及び執行役員に対する将来の当
社株式の交付に備えるため、当期末における株式給付債務の見
込額を計上している。

⑥関係会社事業損失引当金 　関係会社の事業に伴う損失に備えるため、当該関係会社に対
する出資金額及び貸付金額等を超えて当社が負担することとな
る損失見込額を計上している。

⑶ 引当金の計上基準

－ 20 －
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⑷ 収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当社の主要な事業である建設事業において、工事契約に基づき、国内及び海外において建築工事
及び土木工事を行っている。
　財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを
顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法を適用して
いる。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各期の期末日までに発生した工事原価が、予想され
る工事原価の合計に占める割合に基づいて行っている。
　また、契約の初期段階において、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができない
が、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識している。
　なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がご
く短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に
履行義務を充足した時点で収益を認識している。

⑸ 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法
　税抜方式

⑹ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっている。
　なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理に、金利スワップにつ
いては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理によっている。

②退職給付に係る会計処理の方法
　計算書類において、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱
いが連結計算書類と異なっている。

③グループ通算制度の適用
　グループ通算制度を適用している。

④建設業のジョイントベンチャー（共同企業体）に係る会計処理の方法
　主として構成員の出資の割合に応じて資産､負債､収益及び費用を認識する会計処理によってい
る｡

２. 会計方針の変更
法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）等
を当期の期首から適用している。これによる計算書類への影響はない。
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一定の期間にわたり履行義務を充足し収益を認識する方法による完成工事高 1,542,236百万円
工事損失引当金 15,061百万円

減損損失 726百万円

3. 表示方法の変更
損益計算書関係
① 前期において営業外費用の「その他」に含めていた「匿名組合投資損失」は、当期において金額的
　重要性が増したため、区分掲記することとした。

　　　　なお、前期の営業外費用の「その他」に含まれる当該金額は4百万円である。
② 前期において特別損失の「その他」に含めていた「投資有価証券評価損」は、当期において金額的
　重要性が増したため、区分掲記することとした。

　　　　なお、前期の特別損失の「その他」に含まれる当該金額は1,042百万円である。
③ 前期において区分掲記していた特別損失の「関係会社事業損失」は、当期において金額的重要性
　が乏しくなったため、特別損失の「その他」に含めて表示することとした。

　　　　なお、特別損失の「その他」に含まれる当該金額は53百万円である。

4. 重要な会計上の見積り
⑴ 一定の期間にわたり履行義務を充足し収益を認識する方法の適用

①当期の計算書類に計上した金額

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表の「４．重要な会計上の見積り　⑴　一定の期間にわたり履行義務を充足し収益を認
識する方法の適用」に同一の内容を記載しているため、注記を省略している。

⑵ 賃貸等不動産の減損
①当期の計算書類に計上した金額

　なお、賃貸等不動産の個別貸借対照表計上額（当期末残高）は、193,501百万円である。
②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結注記表の「４．重要な会計上の見積り　⑵　賃貸等不動産の減損」に同一の内容を記載して
いるため、注記を省略している。

5. 追加情報
取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度
　取締役及び執行役員に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する注記については、連結注記表
の「５．追加情報」に同一の内容を記載しているため、注記を省略している。
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流動資産（その他） 850百万円
投資有価証券 481百万円
関係会社株式・関係会社出資金（注） 251百万円
合計 1,583百万円

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 108,904百万円

大林プロパティズＵＫ 54,463百万円
株式会社オーシー・ファイナンス 33,310百万円
Eastland Generation（注） 9,820百万円（4,910百万円）
株式会社大林クリーンエナジー 976百万円
ジャヤ大林 682百万円
ケナイダン 313百万円
大林シンガポール 27百万円
株式会社内外テクノス 11百万円
従業員住宅購入借入金 4百万円
合計 99,610百万円

株式会社オーシー・ファイナンス 6,972百万円
大林新星和不動産株式会社 5,500百万円
株式会社内外テクノス 3,969百万円
オーク設備工業株式会社 420百万円
株式会社坂出ネクサス・カンパニー 10百万円
合計 16,871百万円

短期金銭債権 62,996百万円
長期金銭債権 3,409百万円
短期金銭債務 30,232百万円

6. 貸借対照表関係
⑴ 担保に供している資産及び担保付債務

担保に供している資産の内容及びその金額

なお、担保に係る債務はない。
　（注）関係会社の債務の担保目的で差し入れたものである。

⑶ 保証債務
　子会社の借入金及び関連会社の発電事業に関する債務等について保証を行っている。

　　（注）保証残高は、他社との共同保証による保証総額を記載している。（　）内の金額は実質
　　　　　当社負担額である。
　上記のほかに以下の会社への保証予約がある。

⑷ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
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再評価を行った年月日 2000年３月31日

⑴ 売上高のうち関係会社に対する部分 16,855百万円
⑵ 売上原価のうち関係会社からの仕入高 106,602百万円
⑶ 売上原価のうち工事損失引当金繰入額 5,111百万円
⑷ 関係会社との営業取引以外の取引 8,004百万円
⑸ 研究開発費の総額 15,930百万円

当 期 首
株式数（株）

当 期
増加株式数（株）

当 期
減少株式数（株）

当 期 末
株式数（株）

自己株式

普通株式 4,510,656 6,032,528 103,918 10,439,266

⑸ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、
「土地再評価差額金」を純資産の部に計上している。
　再評価の方法

　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年政令第119号）第２条第１号に定める標準地
の公示価格に合理的な調整を行って算定する方法と、同条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定
評価を併用している。

⑹ 当社は、緊急時等における資金調達の機動性を確保するため、取引銀行の協調融資方式によるコミッ
　トメントライン契約を締結している。契約極度額は100,000百万円であるが､当期末現在において、本
　契約に基づく借入金残高はない。
　　また、上記コミットメントライン契約については、純資産、経常損益及び格付に係る財務制限条項が
　付されている。

7. 損益計算書関係

8. 株主資本等変動計算書関係
　自己株式の種類及び数

（注）1. 当期首及び当期末の普通株式の自己株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式がそ
れぞれ941,568株及び978,650株含まれている。

2. 普通株式の自己株式数の増加6,032,528株は、2025年２月10日開催の取締役会決議に基づく
自己株式の取得による増加5,888,400株、役員報酬ＢＩＰ信託による当社株式の取得による増
加141,000株及び単元未満株式の買取による増加3,128株である。

3. 普通株式の自己株式数の減少103,918株は、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式の交付に
よる減少である。
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未成工事支出金（仕入割戻） 21,157百万円
退職給付引当金 13,666百万円
未払費用（賞与） 5,949百万円
工事損失引当金 4,604百万円
関係会社出資評価損 3,425百万円
減損損失 2,695百万円
貸倒損失及び貸倒引当金 2,418百万円
未払事業税 2,254百万円
その他 11,292百万円
繰延税金資産小計 67,463百万円
評価性引当額 △12,540百万円
繰延税金資産合計 54,923百万円

その他有価証券評価差額金 △57,887百万円
譲渡損益調整資産 △1,083百万円
固定資産圧縮積立金 △1,014百万円
その他 △1,518百万円
繰延税金負債合計 △61,503百万円
繰延税金負債の純額 △6,580百万円

9. 税効果会計
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産

　繰延税金負債

（注）上記のほか、再評価に係る繰延税金負債が14,696百万円ある。

10. 収益認識
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表の「11.収益認識」に同
一の内容を記載しているため、注記を省略している。
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種 類 会 社 等
の 名 称

議 決 権 等
の 所 有
（被所有）
割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容

取 引 金 額
（百万円）
（ 注 １ ）

科 目
期 末 残 高
（百万円）
（ 注 １ ）

子会社
株式会社

オーシー・
ファイナンス

  所有
  直接100％

資金の預託
債務の保証
役員の兼任

資金の預託
（注２）

49,691
（注３）

流動資産
（その他） 5,200

債務の保証
（注４） 40,282 － －

子会社
大林

プロパティズ
ＵＫ

  所有
  直接100%

債務の保証
役員の兼任

債務の保証
（注５） 54,463 － －

子会社
大林新星和

不動産
株式会社

  所有
  直接100％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
（注２）

39,431
（注３）

短期
貸付金 31,700

長期
貸付金 1,100

⑴ １株当たり純資産額 1,156円91銭

⑵ １株当たり当期純利益 161円54銭

11. 関連当事者との取引
　子会社及び関連会社等

（注）1. 取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めている。
2. 資金の預託及び資金の貸付に係る利率については、市場金利を勘案して合理的に決定している。
3. 資金の預託及び資金の貸付に係る取引金額については、期中平均残高を記載している。
4. 子会社の銀行借入について保証を行っているものであり、保証料は受領していない。
5. 子会社の銀行借入について保証を行っているものであり、一般的な保証料を勘案した債務保証料
　　を受領している。

12. １株当たり情報

（注）役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数か
ら控除する自己株式に含めている。当該自己株式の期末株式数は10,439千株であり、このうち役
員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式の期末株式数は978千株である。

（注）役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計
算において控除する自己株式に含めている。当該自己株式の期中平均株式数は5,142千株であり、
このうち役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式の期中平均株式数は956千株である。
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資産 負債

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

流動資産 174百万円 流動負債 6百万円

固定資産 17,984百万円 固定負債 168百万円

合計 18,158百万円 合計 174百万円

13. 重要な後発事象
　　共通支配下の取引等

当社は、2025年４月１日を効力発生日として、当社のデータセンター事業を当社の完全子会社であ
るＭｉＴＡＳＵＮ株式会社に承継させる会社分割（以下、「本会社分割」）を実施した。本会社分割
は、2024年12月25日に当社とＭｉＴＡＳＵＮ株式会社との間で締結した吸収分割契約書に基づくもの
である。
⑴ 本会社分割の目的

大林グループは、中期経営計画2022に掲げる「持続的成長のための事業ポートフォリオの拡充」
として、多様な事業領域で培った技術及びネットワーク等の強みを活用し、積極的な投資による新た
なビジネス機会の創出に取り組んでいる。

当社はこれまでに培った建設事業におけるノウハウや技術力と開発事業におけるネットワークや知
見を有している。大規模オフィスの大量供給などにより慢性的な空室を抱える既存ビルを中容量の電
力消費に抑えたデータセンターに改修又は建替えることで、都市に新たな価値を創出し社会基盤の充
実に貢献する。

2024年11月にデータセンター事業会社「ＭｉＴＡＳＵＮ株式会社」を設立し、本会社分割により
当社が保有する資産及び権利を同社に集約させることで、より機動的な事業展開を図り、グループ経
営を効率化することを目的としている。

⑵ 本会社分割の概要
①分割した事業の内容

データセンター事業
②分割した資産、負債の項目及び金額

③吸収分割効力発生日
2025年４月１日

④本会社分割の方式
当社を分割会社とし、ＭｉＴＡＳＵＮ株式会社を承継会社とする簡易吸収分割である。

⑶ 実施した会計処理の概要
「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　2013年９月13日）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16
日）に基づき、共通支配下の取引として処理を行っている。

－ 27 －


